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〈研究 ノー ト〉
企 業 買 収 に よ る海 外 進 出 一1970年後半1980年前判 二見る一












日本企業 は1970年 代後半か ら,米 国 を主 舞台
に して,企 業買収 による海外進出を積極的に展開
しは じめた。 それ以前の海外進出は東南ア ジアが
中心 でありr進 出方法 として は既存企業 の買収 は
全 く行 われなか った。 しか し,1970年 代後半か ら
の海外投資の特徴である先進国の場合 は
,進 出形
態 と して既存企業の買収 もい くつか行 われて きて
い る。買収 の規模 も大 日本 イ ンキ化学工業のポ リ
クローム社 の買収 にみ られ るよ うに買 収金額 も
6,000万 ドル と大規模化 した。 この小論文 は当時
の 日本企業 による欧米企業 の買収 に焦点 をあて
,
その経営 を レビュー した ものである。
1進 出動向の変化
1975年 か ら1980年 代 にかけて,日 本企業 の海
外進 出が活況 を呈 した。 東洋経済 の調査(図1参
照)に よると,日 本を代表す る上場企業会社 のな
か か ら,製 造 業1 ,083社 中525社(進 出率 で は
83%)が 進 出 済 で あ る。 な か で も
,精 密 機 器
(64・5%)・電気機器(5&0%),イ ヒ学(55 .5%),繊 維
(54.9%),非 鉄金属(51.3%) ,機 械(48.1%),輸 送
用機器(47.5%)業 界が製造業のなかで,海 外進出
が進 んでいる業界である。
また,過 去1972年 か ら1981年 までの9年 間 の
間に,製 造業 の海外進 出率 は29.7%か ら48 .5%へ
と急速 に増加 した。更に,1970年 代前半 に進出率
が既 に44%に も達 していた繊維産業 のよ うに
,以
後進出率が次第 に鈍化 した産業や鉄鋼,機 械 ,電
気機器業界のよ うに業界内に も変化が見 られる。
一方
,進 出地域 に も変化が見 られ,地 域別 ・年
代別 に進 出状況(図2参 照)を 整理 してみると,
1960年 代進 出の中心 であ った ア ジア ・中南米 の
ウェー トは次第 に低下 し,1970年 代後半 より
,欧
米先進国に対す る進出が急速 に増加 した。
そこで,地 域別の投資 目的(図3参 照)を 見 る
と,ア ジアでは 「市場拡大」「労働力利用」が
,中
南米 では 「市場拡大」と 「現地政府 の保護上有利」
がそれ ぞれ投 資 目的の第一位 およ び二位 を 占め
る。 これに対 し,欧 米先進国 の場合 には 「情報収
集」 を含め ると 「市場拡大 と確保」が圧倒的多数
を占めた。
次 に,現 地 に進出 した場合の販売先 では,北 米
では 「現地市場」 の占め る比率が75 .5%と 圧倒的
に高い。欧州 では,「現地市場」の比率が59%と や
や低 いが,こ れは進 出国ばか りでな く,「第三 国へ
の輸出先」で あるEC域 内(21%)を 一っの市場 と
とらえた進 出が多いためである。 これに対 し
,オ
セアニア ・アジアではr日 本 に対す る輸 出」を 目
一88一 企業買収による海外進出
図1上 場会社の海外進出状況
1972年 1975年 1981年 合計
進出率 進出率 進出率 進出数
(社数)
全産業 28.2 33.0 45.3
763 1,693
農林水産 ioo.0 100.0 100.0
7 7
鉱業 29.4 38.5 40.0
4 10
製造業 29.7 34.6 48.5 525
i,as3
食品 22 27 37.5 33
88
繊維 44 4fi 54.9 45
82
化学 32 36 55.5 91
164
鉄鋼 23 27 41.7 25 60




電気機器 38 44 58.0 91
157
輸送用機器 34 33 47.5 38
80
精密機器 44 52 64.5 20
31





(注)進 出率e進 出数/合 計
資料:1982年 週刊東洋経済 「海外進出要覧」東洋経済新報社より作成
図2地 域別.年 代別進出状況























































































374 98 712 247 2,485

























































































































































































































(注)(複 数回答 件,括 弧内%)
資料:1981年 週間東洋経済 「海外進出要覧」東洋経済新報社より作成
的 と した進出がやや多か った といえ る。
2貿 易摩擦への対応
前説でみたように,製 造業のアジア,中 南米地
域か ら欧米先進国への進出動 向の変化 には,欧 米
先進 国 との貿易摩 擦が その背景 にあ る。(図4参
照)
特 に,1970年 代後半における貿易摩擦 は
(1)日 本 と欧米諸国の産業,貿 易構造 におけ る
比較優位が変化 した こと,
(2}摩 擦対象 が相手国 の基幹産業にまで移行 し
て きたこと,
(3)石 油危機 とそれを契機 とした欧米諸国経済

















図41969-1980年 間にお ける貿 易庫擦
経 緯 対 応
1969 アメリカ政府,繊 維自主規制要請
1970 アメ リカ政府 日本製 カラーTV,板 ガ
ラスにつ きダ ンピング事実認定
1971 ECに 鉄鋼輸入急増 1971 日米繊維業界対米輸出自主規制
1972 高炉6社 輸出入取引法により鉄鋼輸出
自主規制
1976 経団連訪欧使節団に対 し,対 日批判集
中
EC委 員会鉄鋼 ・自動車 ・造船 ・ベア
リングに関 し自主規制要求
1977 アメ リカ政府特殊鋼,カ ラーTVに 関 1977 カ ラーTVに っ き日米政府間で,OM
し輸入救済措置を発動 A(輸 出秩序維持協定)を 締結
ECベ ア リングにダ ンピング課税決定 対イギ リス自動車輸出自粛に関 し,日





EC鉄 鋼 に関 してベー シックプライス
制度導入
"1 全米 自動車労組 ・フォー ド社 日本製 自
動車輸入に対する輸入救済措置発動 1981 自動車につき168万 台に対米自主規制
EC日 本に対 して自動車輸出自粛要請


























4)第 三 国で生産 し,先 進国へ輸 出す る,な






い。 また,鉄 鋼 のよ うに大規模 な投資を必要 とす
る直接投資 は リスクが大 きす ぎるため,輸 出 自主
規制下 で省資源,省 力化 などの技術輸 出とい う形
で相手国競争企業 との交流 が対応策 となった。 カ
ラーテ レビのケースは直接投資によ りリスクが小
さい ことか ら,現 地生産移行が可能で あり,図6




^-60 61～69 70～75 76^一 一80 合計
ア メ リカ 2 4 s i7 29
カナ ダ 2 1 3
西 ドイツ 2 X 3
フ ラ ン ス 1 1
イギ リス 2 3 5
ベ ル ギ ー 2 1 3
イ タ リア 1 1
ア イ ル ラ ン ド 1 1

















繊維 44 4 11 44 s7 100(9社)
化学 5 11 0 Q 0 100(19社)
窯業 ・土石 50 0 0 100 17 100(6社)
鉄鋼 50 d 42 50 75 100(12社)
非鉄金属 33 0 17 0 n 100(6社)
一般機械 32 59 18 46 27 100(22社)
電気機械 40 80 50 78 18 100(40社)
自動車 82 41 71 71 29 100(17社)
造船 100 5a 50 100 33 100(9社)


















貿易摩擦 に対す る対応策 は図7の よ うに各業界
によって異 なっているが,1980年 代 には一般機械
(59%),電 気機械(80%),自 動車(41%)業 界で は
海外進 出に対 して一層積極的 にな った。
3海 外進出の形態
先進国への海外進出 には大 きく分 けて,
(1)自 社 の持つ人 ・物 ・金 ・の経営資源 を活用
して工場 を新設す る方法 と
(2)外 部の機能や他社 の経営資源を自社 の海外
進出のため に利用す る方法,例 えば買収 ・合
弁 によ る方法 とがあ る。
先程 のカラーテ レビの場合,輸 出環境 の悪化 を
契機に各社 は表1の 方法で現地生産化を推進 して
い る。
企業が どち らの方法を選択するか は,そ の企業
の属する業種,現 地 における競争企業 の対応,技
術 ・製品の優位性,現 地 での販売力など自社 の持
つ経営 資源,親 会社 の経営戦略など客観的,主 体
的条件 によ って異な る。
一般 に新規工場設立 による方法 と買収による方
法 とでは図8の ようなメ リッ ト・デメ リッ トがあ
る。
新規工場設立 の場合,
(1)生 産開始 に要す る期間は長いが,一 般 に自
社 にとって望 ま しい経営および生産管理体制
を導入 しやすい,
② 自社の事業 に最適な土地 と人材を主体的 に
選定 できる,
(3)自 社 にとって望 ま しい工場 を設計 できる,
などのメ リットがあげ られる。
一・方,買 収 の場合 には,
(1)被 買収企業の生産設備 を利用で きる場合 に
は,生 産開始 に要す る期間を短縮す ることが
表1海 外進出一各社の選択一






























ア メ リ カ
ア メ リ カ







カル フォルニア州 サ ンデ ィエゴに工場設立




テネ シー州 メ ンフィスに工場設立
カル フォニア州 コンプ トンに工場設立
ラ ンク社 との合弁を解消後,プ リマスに工場設立
イリノイ州フランクリンパークにあるクエーザー社 を買収
ベガ社 を買収
アーカ ンソー州 フォレス トシテ ィにあるウオーイ ック
社を買収
ハデ ィングス トンにあ るタンバ ーク社 を買収

































































資 料:日 経 産 業 新 聞1977.4.30,1977.5.25,1979.4.7,1979.4.23,1980.4.23,1980」2.3,1982.3.9,
「通 商 ジ ャ ー ナ ル 」1981.5よ り作 成
企業貿収による海外進出 一93一
図8新 殴 ・買収の得失比較
新 設 買 収
1生 産開始までの期間 操業開始までに時間がかかる 自社工場を建設するよりも短い
2投 下資本 高 くつ くが長期的には有利な 新設 と比較 して安 くつくが,長 期
例 もある 的には不利な例 もある
資金調達 困難な場合 もある 概 して容易
収益性 数年間は赤字覚悟 問題会社を買収 しなければ,黒 字
になるのは比較的早い
3販 売網 販売網設立に時間がかかる 既存の販売網を利用できる












5原 材料 ・部品入手 当初は困難な場合 もある 比較的容易
6労 働力確保 未熟練労働者に対する教育訓 熟練労働者確保可能
練が必要
労働組合 当初は存在 しない 存在 していることが多い
日本的経営導入 ある程度導入可能 導入に対 して抵抗が多い
7地 元との関係 雇用増のため,歓 迎を受ける 雇用増の効果 はあまり大きくない




資料:宍 戸寿雄編 『日本企業イ ンUSA』p.49,上 野 明 『新海外投資立国論』p .201.を 参考にし
て作成
で きる,
② 被買収企業 の持 っ強み,例 えば既存の販売
網 や技術 を利用で きる,あ るいは人材 や製品
の ブラ ンドを活用で きる,
(3}新 規工場を建設す るよ りも買収の方が資金
面で比較的に安 くっ く,な どの メ リッ トがあ
げ られ る。
新規工場設立か買収かの選択 は,企 業のニーズ
と条件,被 買収企業の強み,弱 みなどを中心 に綿
密 な フィー ジビ リテ ィー ・ス タデ ィ(事 前調査)
を行 った上で,経 営上 の選択 をすべ きである。
4買 収による進出
過去,ア メ リカに進 出 して いる 日本 の製 造業
225社 の うち149社(66%)が 新規工場設立 を,残
りの76社 が買収 を選択 して いる。
また,1981年6月 時点 における日本企業 の企業
買収数 は124件,そ の うちアメ リカが約半数の60
件 に達 してお り,年 次別内訳では1973年 に5件 ,
1975年4件 と1979年 まで5件 前後 であ ったが
,
1980年 に11件,1981年 上半期7件 と急激に増加
している(1)0
これ ら企業 を個 々に見 ると,買 収 に至 った経緯
一94一 企業買収による海外進出
は様 々であるが,
(1}当 初 日米合弁 で発足 したが,次 第 に 日本側
の出資比率を高めて いったケース・
{2)最 初 は相手企業 と販売 提携 し,そ の後 合
弁 ・買収 に至 った ケース,
(3)販 売 を担当 して いた商社 と共同出資で現地
企業を買収 したケース,
(4)相 手企業 を企業 ぐるみあるい はある事業部
門な り,工 場 を買収 したケース,
㈲ 日本企業の現地法人 を通 じて,現 地企業 を
買収 したケース,な どに分類 される。
ところで,買 収 にっいて は我が国に企業の中で
は実施が難 しい,あ るいは実施 したと しても,十
表2
分 な効果を発揮 しない とい う通念があり,既 存企
業の買収 による海外進出 という方法を取 っていな
かった。初めて買収 したケースを分析 すると,取
引先や投資銀行 などか ら話 しを持 ちかけ られて買
収に応 じた企業が殆 どである。
例 えば,日 立金属 の場合,こ れまで5件 の会社,
工場(表2参 照)を 買収 してきた。
最初に買収 したの はGEの 磁石工場で,現 在 の
ヒタチ ・マグネテ ィックス(HMC)で ある。この
時 はGEか ら直接,日 立金属に 「工場 を買 って く
れないか」 との話 しが持ち込 まれ,社 内で検討 し
た結果,買 い取 ったという。当時,日 立金属 には
明確 な現地生産開始への戦略 があ ったわけで はな
日立金属による買収企業,
企業名(カ ッコ内は略称) 買収時期 所在地(州)備 考
ヒ タ チ ・マ グ ネ テ ィ ッ ク ス(HMC)
ヒ タ チ ・マ グ ナ ロ ッ ク(HMLC)
マ ク ス コ
ア メ リカ ン ・マ グ ネ チ ッ ク ス(AMC)






ミ シ ガ ン
ミ シ ガ ン
イ ン デ ィ ア ナ






資料:日 立金属会社案内,日 経産業新聞1984.3.5よ り作成
表3米 国企業買収例

































モ ト ロ ー ラ 社 カ ラ ー テ レ ビ部 門
シ ア ー ズ 社 子 会 社 ウ オ ー イ ッ ク 社
イ ン タ ー オ ー トメ ー シ ョ ン社
エ レ ク ロ ニ ッ ク ア レ イ 社
ポ リク ロ ー ム社
ヘ レナ ・ル ビ ン ス タ イ ン
AZS社
ペ プ コ ム社
T.A.ハ ン ド ン社 及 び ドネ ッ ト社
オ プ テ ィ カ ル ・イ ン フ ォ ー メ イ シ ョ ン ・シ ス テ ム社
パ シ フ ィ ッ ク ・プ ロ ペ ラ社
MCI社
フ ァ イ ア ー ・ス トー ン社 工 場
ス ワ ン ク ・リ フ ラ ク ト リ ー ズ社
ハ ン ソ ン ・イ ン ダ ス ト リー












資 料:日 経 産 業 新 聞1977.4.30,1977.5.25,1979.4.7,1997.4.23,1980.4.23,1980.12.3,1982.3.9,「 通 産 ジ ャ ー ナ ル 」1981.5
よ り作 成
企業買収による海外進出
か った。文字通 り外 か ら買収 話 が飛 び込 んで き
て,同 社の買収作戦 が始 まったといえ る
。
以後,日 立金属 は1,2年 ごとに買収 を続 けて
いるが,こ の間 の経緯 をみ ると
,当 初 の"習 うよ
り慣 れろ"方 式 の企業買収 か ら,企 業買収 のノウ
ハ ウを身 につ けて
,米 国 で磁石関連事業 の多角化
を図 ってい くとい う戦略 目的に沿 った形で買収を
成立 させている。
このように日本企業 によるアメ リカ企業買収 は
表3に 見 られ るよ うに業種的な広が りをみせてお
り,サ ン トリー ・インターナ ショナルのよ うに買






(1D生 産拠点 の確保 や開発拠点 ・販売網な ど現
事業 に必要 な経営機能 を獲得で きる,
② 既存事業以外への多角化(非 関連事業分野)
に必要な成長機会 を提供 する,
(3)株 式保有 によ ってキ ャピタル ・ゲイ ンを得
る,
(4)人 材の確保や ソフ トや ノウハ ウの獲得,な
どを目的2}と して行 われ る。
米国企業が経営多角化 を目的 として既存企業 を
買収す ることが多 いのに対 して,日 本企業の場合
には表4に 見 られ るよ うに 自社事業 の補完 を目的
表4貿 収目的



























フ ァ イ ア ー ス トー ン社 ナ ッ シ ュ ビル 工 場
モ トロー ラ社 テ レビ事業部
シアーズ社の子会 ウオーイ ック社工場
フーバ ー社 ベ ア リング工 場
MCA社 事業部
ヘ レ ナ 社






磁気 ヘ ッ ドの製造
化粧品事業
さけ ・ます水産加工
アメ リカ ・カラー ・ア ンド ・ケ ミカル社 黄鉛顔料の生産
パ ター ソン工場
エ レク トロニ ックア レイ社
ポ リクmム 社
エ ベ レ ッ ト社
コ ー ケ ンマ ニ ュ フ ァ ク チ ャ リ ン グ社
メープル ・グロー ブ社
















資 料:日 経 産 業 新 聞1977.4.30,1977.5.25 ,1979.4.7,1979.4.23,1980.4.231980




また,買 収 によ り株式保有 を行 いキ ャピタルゲ
イ ンの取得 を目的 とす る場合 も欧米企業で は見 ら
れ るが,こ のよ うな買収戦略 は日本 の企業 の例 は
きわめて少ない。
一般的に,日 本企業 はキ ャピタルゲイ ンあるい
は既存事業以外 の多角化を 目的 として企業 を買収
す るのではな く,米 国 を始め とす る先進国政府の
圧力や輸入規制 に対応 して生産拠点,技 術,原 材
料(生 産要素)お よび販売 チ ャネルなどを求めて
現地 に進出す るのが特徴であ る。
6買 収 の方法(3)
企業買収 の具体的手法 は買収企業の事情によ り
若干異な るが,基 本的アプローチは共通である。図
10は買収計画 のステ ップを要約 した ものである。
まず,被 買収企業の探査 ・選定 にあたっては買
収 に関す る豊富な情報量 と優秀 なスタッフを揃え
た投資銀行や コンサルティング会社な ど企業買収
の仲介 あっせん業者の介在が買収経験の少 ない企
業の場合に は特に必要 である。 これ ら専門業者 の
役割 は買収を希望す る企業 のために,買 収 目的,
被買収企業 の規模な ど各種条件 に基づいて,候 補
とな る企業群を選 び出す ことである。
次 に,被 買収候補企業それぞれの企業 の強 み,
弱 み,営 業力,製 品の品質,労 働組合,労 使関係,
経営者 の能 力 な ど定性 的,定 量的 な面 か ら分析
し,依 頼企業 の買収 目的 と適合す るか どうかスク
リーニ ングにかける。
一方,依 頼企業 として も,被 買収候補企業(ど う
ゆう会社を買収 したいのか?の 定義)を 選定す るに
際 し,い くつかの基準(事 業分野,事 業規模,買 収
金額 収益力,そ の他)を 確立 してお く必要があ る(4)。
例えば,東 洋曹達工業 が1980年AZS社 を買
収す る際,候 補会社 に対する要件 と して以下 の要

































検 討 ・財 政 へ の
影響調査
i
灘 轍[亟 亟二=L欝 舘難
分折評価
資料:大 前研一編 『マッキ ンゼー成長期の成長戦略』第6章,同 「買収による海外進出の
光 と影」 ダイヤモ ンド1981.3.28よ り作成
企業買収による海外進出
件(表5参 照)を あげている。
これに対 して,被 買収企業候補AZS社 の概況
(表6参 照)は っ ぎの通 りであった。
一般 的に
,
(1)販 売:既 存の流通経路,販 売組織,広 告,
ブラン ドなどの利用可能性,
② 生産:既 存 の人員,設 備,施 設 ,資 材 の一
括仕入 な どの利用可能性,間 接費 の抑制,
(3)投 資:技 術 の転用可能性,
(4)経 営:専 門的な経営能力 を活用 できる可能
性 などの面で,買 収候補企業 との間 にどのよ
うなシナ ジー効果があるかを見極め ることが
重要 である。(一 次評価)
次に,被 買収候補企業に は何 らかの売 りに出 る
背景 な り,買 収対象 にな るよ うな問題点が ある。
売 りに出る理 由 として,
(1)業 種 はよいが,後 継者が見 っか らない,(前
出のCCC社)
(2}業 績 はよいが,同 族経営か ら脱却 したい
,
(3)業 績 は悪 いけれど も,技 術にはみ るべ きも
衷5
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特定の事業部 あるいは工場 を売却 したい(前
出HMC社),
⑤ 経営の悪化か ら採算 の悪 い事業部あるいは
工場を手放 したい(前 出ファィアース トーン社
ナ ッシュビル工場)f5),などがあげられる
。
売却理由につ いては,当 事者が正直 に説明す る
とは限 らない。 その上,そ の企業 の弱点 は
,簿 外
の不良債権や不良資産 の有無 など必ず しもバ ラン
ス ・シー トや損益計算書だけで は判断で きない場
合 もあ り,や はり信頼のおける外部機関 の調査 に
依頼 した方が安全である。
一方
,依 頼側で も被買収候補企業 のどのよ うな
弱点 な ら許容で きる範囲か注意深 く,候 補企業 を
しぼ りこむ。(2次 評価)
買収候補企業が選 び出 された ら,買 収 に必要な
資金 を推 定 しな けれ ばな らないが,そ の ために
は,ま ず買収資金および買収価格算出の基礎 とな
候補会社に対する要件
(1)事 業分野:鐙 諜 躍 肇イヒ学品(Perf・-anceCh・
mi・a1)も しく1一 イン・ケ ミカルを
(2)事 業規模:年 間売上高20百 万～50百 万 ドル
(3)買 収金額:10百 万～20百 万 ドル
(4}収 益 力:投 資利廻 り年率15%以 上










(3}従 業員:約200人,労 働組合 な し
(4}年 間売上高:約40百 万 ドル
:Atlanta(G…gia)
・Lak・1and(F1・ ・ida),NewY・ ・k(N・wJ・,sey)の 三 工 場
(5)製 品(化 学品):㌶ ンキ・織物処理洋化学品 塗料用期儲 醗 選鉱轍 鰍 原料 建
設用材
㈲ 年間税引後利益:約1百 万 ドル
(7)推 定 買 収 価 格:約10百 万～15百 万 ドル
資料:企 業研究会 「国際事業戦略 と実際展開」p .260、
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る企業価値 をよ り正確 に把握す る必要がある。
今 日,ア ナ リス ト間で支持 されている主 な企業
評価 の方法 には,次 の方法があ る。
(1)資 産時価評価法{6)
この方法 は企業 を構成 している総資産を現時点
での清算価格で もって現金評価 したものか ら負債
および資産現金化に要す る費用を差 し引いた残 り
を評価額 とす る方法である。 しか しなが ら,企 業
は営業活動 に関係 のあ る,暖 簾,顧 客 リス ト,信
用,営 業権 の如 き価値を有 してお り,こ れ ら非財
務的要因 を も資産評価 に加 え る必要が ある。
② 株価評価法
この方法 は同一業種での過去 の買収 ケースを参
考 に して,株 式市場で の市場価格 にプ レミアムを
加 えて買収価格 を算定す る方法であ る。株価 は必





こ の 方 法 は被 買 収 企 業 の 将 来 の予 想 利 益
(キ ャッシ3・ フロー)を 考慮 し,現 在価値 に割 り
引いて,現 時点での投資利益を予想 し,支 払 う投
資金額 を決め る方法で ある。
(4)設 備代替評価法
この方法 は被買収企業 の現有設備 と同一 の もの
を新設す るに要す る費用を計算 し,評 価額 とする
方法である。
買収を計画 している企業 はいずれかの評価方法




買収 に際 し,買 収対象企業 とコネクシ ョンがな
い場合 には,対 象企業 とのコンタク ト,買 収価格
の交渉,取 引条件の設定にあた り,投 資銀行 など
外部機関が折衝時 に主要な役割を演 じる。当時の
日本企業 は表7の 投資銀行を利用 している。
さて,実 際の買収価格の設定 は,買 い手 と売 り
手 の交渉によって決 まるものであ るが,外 資によ
る買収 の場合 には買収 プレ ミアムがつ くことが多
い 。




株式の買収 にあたり,買 上 げ予定株数 は株式 の
分散状態 によ って異な るが,被 買収企業の株主の
中で,特 に持株比率が高い株主が存在す る場合 に
は,株 主個人な り,法 人株主 の意 向が買収 に大 き
く影響す る。従 って,買 収交渉以前 に大株主の支
持 をとりつけることが重要であ る。また,買 収企
業 が買収以前に被買収企業 の保有株式数 の大小 は
経営権掌握 に必要 な株式数 に影響す る上,現 行経
営陣の買収 に対す る支持 と協力 を獲得で きるか ど
うかにも影響 を及ぼす。更 に,買 収時におけ る株
式市場の動 きおよび被買収企業の過去および将来
の予想株価 はプ レミアムの大小 に影響 を及 ぼす。
米国 の場合,プ レ ミアム幅 は表8の 通 りで あ
る。


























ペ プ コ ム
オ プ テ ィ カ ル ・ イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン シ ス テ ム
















































(4)買 収 を他社 と競 った場合や
⑤ 買収 のタイ ミングによ って影響を受 ける。
例 えば,大 日本 イ ンキ化 学 は1979年3月 アメ
リカの大手印刷材料 メーカー,ポ リクローム社を
約145億 円で83.5%の 株式 を買収 した。 同社 は
当初の円満 な話 し合 いの結果,す ぐに株譲渡が出
来 ると考 え,投 資銀行を使 わず,1978年5月12%
の株式 を保有 するポ リクローム社ハルパ ーン会長
および40%の 株 を保有 し,筆 頭株主であ るフラ ン
スのローヌ ・プー ラン社 と交渉を進めた。当時平
均13ド ル前後 の株価 に対 し,ロ ーヌ ・プーラ ン
社の条件 は,1株 あた り20ド ルの希望売却価格 と
幾っかの経営上の条件を,大 日本 イ ンキ化学 に提
示 した。 その時点 で,両 社 は合意 に達せず,膠 着
状態 が しば ら く続 いた後,1979年2月5日 突 然
ローヌ ・プー ラン社 は株式売却交渉 を中断 した
。
2週 間後 の2月20日 同社 は ポ リクローム株 にT
OB(TakeOverBid,株 式公開買い付け)を 公表 し
た。その価格 は1株 当た り17.25ド ルで,少 な く
とも15.6%(約37万5千 株)を 買 い増す ことを目
標 としていた。
これに対 して,大 日本 イ ンキ化学 は急拠一億 円
を 支 払 って,投 資 銀 行 の ス ミス ・バ ー ニ ー
(SmithBarney)を コンサルタ ン トと して雇 い防
戦 に入 ったが,ロ ーヌ ・プーラン社 はオ ッフ ァー
価格を22ド ルにせ りあげ,最 後買収価格 は26ド
ルにはねあが って しま った。 この背後 には
,投 資
thePortfolioManager"
銀行 のラザール ・フレールがいて,TOBを 指導
して いた。買収当初 か ら,投 資銀行 な り,買 収斡
旋業者が介在 していた ら,大 日本 イ ンキ化学 も高
い買物を しな くてすんでいたといえ よう
。
TOBは 対象企業の株主 にその株式 の提供 を呼
びかけることにより,相 手企業経営陣 の同意が な
くて も,経 営権を掌握 い得 る方法 であるが,
(f)買 収 の申 し出を相手企業経営陣に拒否 され
た場合,
② 買収交渉 を始 めたが,具 体 的細 目に関 して
合意に達せず,交 渉 中断 に陥 った場合,
(3)相 手企業経営陣 に接近す る前に始 めか ら拒
否反応が予想 される場合 に,TOBは 用 い ら
れる。
これ に対 して,相 手側経営陣の反応 は
(1)反 対す る,
(2}支 持す る,
(3)中 止 の立場 を守 る,の3形 態 に大 きくわか
れ る。
経営陣 の支持 を獲得で きるかどうかは,被 買収
側の経営陣の地位保証,役 員報酬の増加,キ ャピ
タルゲイ ン,企 業 の成長 が期待で きる,あ るいは
企業資金 の改善 などの要因 によって影響 され る。
TOBの 形態 にはエックスチェ ンジ ・オファー
(ExchangeOffer)と キ ャッシュー ・オフ ァー(Cash
Offer)と が ある。
(Dエ クスチ ェンジ ・オフ ァーは相手会社の株
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と自社の株 を時価相場を考慮 して ある割合で
交換す る方法 であ る。例 えば,ミ ネベアの場
合,上 場企業 であるIMCマ グネチ ックス社
(本社ニューヨーク)を 子会社 として使 える点
を利用 して,IMC株 と被買収対象企業 の株
式 を等 価交換 して税 の支払 いを軽減 して い
る。
(2)キ ャッシュー ・オフ ァーは株式の対象 と し
て直接現金 を支払 う方法である。株主に とっ
て は課税 の対象 とな る。現金 を対価 とす る
キ ャ ッシュー一・オフ ァー は60年 代 か らアメ
リカで は盛 んに行 われてお り,日 本企業 によ
る買収 もキャッシュー ・オファーが殆 どで あ
る。
TOBが 活発 に行われ るよ うにな った理 由と し
て,
(1)被 買収企業 の経営資源獲得 に必要 なだけの
株式を取得す る資金 と広告費 などの費用だけ
ですむ,
② た とえ,目 的を達せず失敗 に終わ って も,
買 い付 けた株式 を売却 して資金の回収をはか
ることがで きる,
(3)ま た,市 場経 由 と異な り,比 較的短期間に
大量 の株式 を取得で きるので,相 手企業 に事
前 に察知 されに くく,相 手企業 に対応策 をと
る時間的余裕を与えないで,成 功す る可能性
が大 きい こと,な どがあげ られ る。
8買 収後の経営
企業買収による海外進出
海外進 出後 の経営 は進出 目的の違 いや進 出形態
の違 いによ って当然異な って くる。例 えば,
1)松 下電器(現 地企業クェーザー電機)の よ う
に買収後,一 時期事業 の縮小 を行 った後発展
してきた もの,
2)タ カ ラベルモ ン ト(現 地企業 コーケ ン・マ
=sフ ァクチャリング)お よび 日本楽器(エ ベ
レッ トピアノ)の 様 に生産品 目に買収前 の企
業 ブラン ド製品に自社 ブラン ド製品を逐次追
加 してきた もの,
3)ブ リジス トン(現 地企業 ブ リジス トン ・マ
ニュファクチ ャリングUSA)の ようにス ター
ト時,フ ァイアース トー ンの ブランド製品の
み生産 を行 って,将 来 自社 ブラン ド製品の生
産 を行 うことを計画 している もの,
4)日 本精工(現 地企業フーバーNSKベ ァ リン
グ)の よ うに フーバ ー社 との販売 提携 ・合
弁 ・買収の ステ ップを踏 んで きた もの,な ど
実 に多種多様である。
しか しなが ら,買 収後数年間経過 した企業や工
場を新設 した企業 の中に も,い まだに赤字で苦 し
んでい る企業がかな りあ り,そ れ らの間 には共通
の問題点を抱 えているところ も多 い。
そ こで本節では,既 に米国 に進出 した企業が経
営上 いかな る問題 に直面 し,こ れに如何に対処 し
たか,実 情 を把握 してみ る。
(1)役 員構成
まず,経 営上の重要 な意思決定に どの程度現地
法人の意向が反映されているかを見 るため,役 員
の構成を調べてみると,新 設の場合 には当然 の こ
となが ら親会社 か らの派遣 された 日本人幹部で し
め られて いる例が多 い。
一方,買 収 の場合 には,元 の社長がそのまま社
長 を続け,殆 ど現地陣幹部だけで経営が行われて
い る例が殆 どである。例えば,日 立 マグネティッ
クスの場合 には,日 本か らの幹部 クラスの派遣 は
営業出身 のチ ェアマ ンだけであ った。 また,社 長
な どの役員 を 日本人 が 占めて いる場合 で も・製
造,人 事 な ど直接現地人労働者 と接触す る部門で
は,不 慣れな日本人 よりも現地人が幹部 として登
用 されている例が きわめて多い。
② 親会社(買 収企業)・ 現地企業(被 買収企業)
との関係
親会社 と現地企業 との関係では,大 規模な設備
投資 を行 うような場合以外 は現地 に権限 を委譲 し
ている企業が多 い。 しか しなが ら,被 買収企業の
役員 が現地人 の場合 には,親 会社か らの指示が徹
底 しな くて困 った とい う問題(コ ンフリク トの発
生)も 見受 け られる。
その理 由と して,被 買収企業の経営方式 と日本
企業買収による海外進出
の親 会 社 の経 営 方 式 との 相違 点
,日 本 企 業 の
「マーケ ット ・シェアー優先」と欧米企業 の 「利益
優先」政策 との違 い,被 買収企業 の現地人社員 と
日本人社員 との行動様式 の違 いな どが あげ られ
る。 このほか,販 売では現地企業 と親会社の間で
の ブラ ン ドや販売網 の統合 の問題 があ る
。買 収
後,親 会社 は現地企業に対 して販売政策 をはっき
りと指示す ることが必要で ある。
(3)日 本か らの派遣 スタ ッフ
日本か ら派遣 された スタッフが現地企業で果 た
して いる役割には,
1)ト ップマジメン ト補佐
ゼネ ラル ・マネジャーと して現地企業の管
理 親会社 と現地企業 との連絡,調 整 を行 う,
2)生 産面や技術面で のスタッフ
a)生 産 体制が確立す るまで の間,技 術面
等の指導を行 う,
(b)現 地企業 の生産性を向上 させ るために生
産管理面 での支援 を行 う,
(c)現 地労働者 のみの場合 に生 じがちな生産
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ライ ンでの隙間を機動的に調整 し,生 産能
率 を高め る,な どが あげ られ る。
例えば,ブ リジス トン社の場合(図11参 照),ラ
バー ン工場買収時,従 業員 は工場長以下全部揃 っ
ていたので,そ の上 に数人 の日本人を乗せ る結果




クラス)に5人 の 日本人を据え た。 トップマネジ
メ ン トに 日本人 を据 えたの は早 くフ ァイ ァース
トー ン流の経営 をブ リジス トン流の経営に切 り換
え るためである。VPの なか に一人米国人 を加 え
ているが,そ のアメ リカ人VPは もとファイアー
ス トー ン社にいて幾っかの工場 を監督 した人 であ
る。工場 長以下 は もとの従業員 を引 き継 いで い
る。 日本人27人 の出向者 のうち,23名 が生産 ・
技術系 スタッフである。 日本人 はア ドバ イザー と
して製造部長,製 造課長な ど部課長 にっ けたアメ
リカ人 と日本人のマ ンッーマ ン体制 をとった。
幹部以外 の日本人全員 をア ドバイザーに した理
由と して,石 榑専務(当 時)は
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資 料:石 榑 和 夫 「フ ァイ ア ー ス トー ン社 の一 工 場 買 収 と現 地 化 の実 際 」1988年3月 企 業
研 究 会 月例 講演 会,週 刊 「東 洋 経 済 」1982 .2.20
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1)ア メ リカの会社 をよ くす るにはアメ1鳳 表10従 業員とのコミュニケコシヨ1鍛 轟
が主体 とな るべ きである,
2)労 務管理 は日本人 に とって非常 に難 しい,
3)日 本人 はある一定の期間が くれば 日本 に帰
る,
4)経 営 の考 え方の違 いが異 なること,語 学力































企業 におけ る意思決定 を トップダウン方式 とコ
ンセ ンサス形成 に重点 を置いた集団決定方式 とに
分類 した場合,米 国に進 出 した 日系企業が どち ら















対象:太 平洋北部地域(サ ンフランシスコ),中 西部地
域(シ カゴ)
この結果か ら,7割 近 くの企業が トップダウン
型意思決定方式を採用 している。特 に,買 収企業
や新設 ではあ るが米国人を社長 またはゼネラル ・
マネジ ャーに置 き経営 を委ねている企業で は当然
の ことなが ら,ト ップダウン型である。
また,両 者 の併用 と回答 した企業 は,い ずれ も
日本的な意思決定方式 をそのままの形で米国 に持
ち込む ことは危険 であ るとしており,そ の中で ど
の部分が現地 に適用可能 であるかを摸索 している
段階にあるといえ る。
(5)コ ミュニケー シ ョン
各企業が従業員 とのコ ミュニケーシ ョンのため
に具体的 にどのような方法 を採用 してい るかを調
査 した結果 は表10の 通 りである。
この調査 の結果で特 に注 目され るのは,従 業員
参加 の ミーテ ィングをかな りの企業が採用 してい
ることである。
主 な理由と しては,
1)各 企業 とも生産性 を向上 させ るためには,
従業員が自己の仕事や会社経営 に対 して理解
を もっ ことが必要 と考 えてい ること,
2)日 本か らの派遣者 が現地従業員 ともコ ミュ
ニケーションを図 るために,対 話 を重視 して
い ることs
3)時 間内の ミーテ ィングであれば,現 地従業
員 にも受 け入 れやす いこと,な どの要因があ
げ られ る。
この他,ブ リジス トンのよ うに製造 したタイヤ
の実地 テス トの結果を フィー ドバ ックした り,利
益 も金額 でな く赤字の線 を基準 に してグラフ化 し
た りして,会 社の方針や営業成績 などをで きるだ
け機会 を捉えて説明す る企業 も多 い。
また,部 分的にせ よQC活 動を行 っている企業
もかな りみ られ る。 ある程度不良品が出 るのは当
た り前 という欧米諸国 にあ って,各 企業 とも日本
で製造 す るの と同等 の品質 を保証す ることを優先
目標 として品質管理には特に神経 を使 っている。
例えば,オ ハイオに工場 を新設 したホ ンダで は,
品質の良 い製品を作 ることが結局従業員 自身 のた
めに もな ることを繰 り返 し教育す るな ど,意 識面
での変革 に力を入れている。
しか しなが ら,ミ ーテ ィングや方針説明以外の
組織的 コ ミュニケー ション,特 に朝礼(8や社 内報
の発行につ いては,ま だ一部の企業 しか採用す る
段階 に至 って いない。
企業買収による海外進出
⑥ モチベーシ ョン
現地従業員の生産性,能 率等にっ いて,現 地 日
本人管理者 は日本 の従業員 と比較 して,概 ね次 の
様 な評価 を下 している。
1)優 秀 な人 とそ うで ない人 との格差 が大 き
い,
2)明 確 な指示を した場合や軌道 に乗 った仕事
(狭い範囲の職務)は きちん とや るが,仕 事の
や り方 を工夫,改 善 しよ うとす る積極性 に乏
しい,
3)日 本人従業員のよ うに融通性がな く,チ ー
ムプ レイや共同作業 は不得意である
,
4)離 職率が高 く,よ り高 い賃金を求 めて転職
す るため,技 能水準が低 い,
5)知 識や技術 に自身を もって いる高級技術者
や管理者 の場合,日 本 か ら持 ち込んだ技術や
経営 方式 の導入 に熱心 にな らない。場 合 に
よっては反発 を示 す ことがある。(9)
こう した現地従業員 に対す る評価 を前提 して
,
各企業 において従業員の生産意欲 をモチベー トす
るため・図12の ような方策 を採用 して いる。
業務面で は,前 述 したように現地従業員 は職務
分掌au通 りの仕事 を し,融 通性 に欠 ける点 が指摘
され るが,こ の欠点 を埋 め るために制度 的に 「職
務 の融通性」を図 って いる企業が多 い。他方,「 職
図X2 従業員 をモチベー トする方策as
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務mテ ーシ ョン」を現地企業で採用す ることに
っ いては,ま だ否定的 な回答が多い。 その理 由と
しては,現 地人 は一般 に単能工 と して優秀 になる
ことを好 み,日 本 の従業員のよ うに多能工 にな り
たが らない(多 能工は転職に不利)な どの見解が寄
せ られて いる。
労働条件面 では,「 出来 るだけ レイオ フを避 け
る方針である」 とす る企業や各種の フ リンジ ・ベ
ネフィッ ト(年 金,保 険などの付加価値)に 加 えて
,
日本 よ りず っと低い支給率 なが ら,ボ ーナスを支
給す る企業がかな りあ る。
しか しなが ら,賃 金制度働にっいては 「米国 の
慣行に従 い,同 一労働一賃金」を採用 している企
業が多 く,「年功的要素 を加味 している」企業を大
幅に上 回 って いる。
次 に,福 利厚生特に リク リエーシ ョンについて
は,殆 どの企業が活発 に行 って いる。 ただ,そ の
多 くは従業員の誕生 日や ク リスマス,パ ーティー
など,米 国の企業 で も一般化 している習慣を実施
してい るものであり,日 系企業 な らではの レク リ
エーションとして は運動会,ピ クニ ック,社 内旅
行,ス ポー ッ観賞,野 球大会等が目立 った行事 で
ある。
教育訓練の面で は,中 堅職員以上 に対 して,セ











業 職務の融通性をもたせる 12 1 5 18
務 職 務 ロ ー テ ー シ ョ ン 5 1 5 11
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けている企業が多 い。 また,企 業内で特 に成績優
秀 な者 あるいは将来幹部 として登用 しよ うとす る
者を選 び,日 本 の親企業 に派遣 し,研 修 を受 けさ
せ,意 欲向上に役立たせ ようとしている企業 も多
いo
(7)労 働組合
買収 の場合,各 社 とも表10の ように既存 の労
働組合をそのまま引き継 いでい る。
そ こで,品 質向上 な り,生 産性向上を取 り組 も
うとす ると,永 年 にわたって築かれて きた労働慣
習(労 働協約)や 作業環境の変更 に労組が難色を
示 す ことになる。例えば,1973年 日本楽器が ピア
ノメーカー,エ バ レッ ト社 を買収 した際,労 組 の
既得権 と真向か ら対立,経 営合理化 のための職種
削減 に抵抗 され2ケ 月半 のス トライキを打たれて
い る。 また,組 合 が結成 されている企業 ではかな
りの企業が労使間の紛争を経験 している。その内
容をみ ると,す べて2～3年 毎 に行 われ る賃金改
訂交渉に関す るものであ り,交 渉が長引 き,サ ン
ヨー ・マニュファクチ ャリングのよ うにス トライ
キを打 たれた企業 もある。
これに対 し,米 国に進出 した日本企業(新 設工
場)は1979～82年,米 国の労組 か ら組織 化活動
(オルグ)の 集 中攻撃 を受け,吉 田工業,東 芝アメ
表10
リカ等 では既 に労働組合が結成されている。 この
結果,労 組の結成を避 けたい企業 は,労 組の力が
比較的 弱 いサ ウス ・カ ロライナ,ジ ョー ジア と
いった南部諸州〔1階に 「労働権法吻 の制定州 に進
出す る傾 向 にあ った。 しか しなが ら,GMな ど
ビッグ ビジネスが次々 とサ ンドベル ト地帯へ工場
を移転す るにつれ,労 組 も南部 を新 しい開拓市場
と意識 して,オ ルグに力を入れ初 めている。従 っ
て,「労組な し」の現地経営 を狙 って,労 働権法 の
制定州 に進 出 しよ うとする企業 にっいて 「必ず し
も狙い通 りにはいかない」 とい う警告 の声 も聞か
れる。
⑧ 資金調達
設備投資に必要 な資金 の調達先 と して,
1)親 会社 か らの金融,
2)現 地の 日系銀行 か らの借入,
3)現 地 の米系銀行か らの借入,




7)連 邦 ・州 ・地方 自治体の公共金融機 関か ら
の借入れが考え られ る。
新設の場合,自 己資金(資 本金)の 他,親 会社 か
日本企業の米国法人に労働組合(従 業員300人 以上で労組のある主な事業所)












日立 マ グ ネ テ ィ ッ ク ス
エ ベ レ ッ ト ・ピ ア ノ
フ ー バ ーNSKベ ア リ ン ク
サ ン ヨー ・マ ニyフ ァク チ ャ リン グ
デ ンカ ・ケ ミカ ル
ブ リ ジ ス ト ン タ イ ヤ ・
マ ニ ュ フ ァ ク チ ャ リ ン グ
東 芝 ア メ リ カ(テ ネ シ ー 工 場)
ホ ン ダ ・オ ブ ・ア メ リカ
シ ャー プ ・マ ニ ュ フ ァ クチ ャ リ ング














(注)UAWは 全米自動車労組IEUは 国際電機 ラジオ労組OCAWは 国際石油化学原子


















親会社からの借入れ 10 s 14 17 47
現地邦銀からの借入れ 2 5 14 13 34
現地米銀か らの借入れ 7 6 8 2 z3
地方自治体の発行するインダス 3 8 一 0 11
ト リ ア ル ・ レ ベ ニ ュ ー ・ボ ン ド
その他(社 債発征 不動産 リー 0 1 8 0 9
ス,国 内銀行借入れなど)
19 15 35 24 93
資料:19$1年 ジェ トロ 「在米日系進出企業の経営の実態」
らの借入れあるいは現地邦銀か らの借入 れを行 う
のが最 も一般的である。(図13参 照)
この場合,邦 銀か らの借入 れに際 しては
,例 外
な く親 会社 か らの保証 を伴 ってい る。 これに対
し,買 収の場合 には当然 の ことなが ら,現 地非 日
系企 業(既 存企業の取引銀行)が 中心 とな って い
る。
資金調達上 の問題点 と しては,調 査時点 のプラ
イム レー トが一時期20%を 超えた時 もあ り,多 く
の企業が金利負担が大 きいこともあげて いる
。
その対策 と しては,設 備投資の延期,増 資(親 会
社引受)ま た は銀行借入れか ら親会社借入 れへ の
切替え等 であり,ど ちらか というと親会社依存型
である。
設備資金を親会社か ら借 り入れ る場合,為 替変
動 リスクは親会社 が負担するケースが多 く,中 に
は円建て借 り入 れを した企業 で,為 替変動 によ り
か なりの差損 を蒙 った例 もみ られ る。
(9)原 材料 ・資材 ・部 品の調違
当然 の ことなが ら,生 産要素 獲得 を 目的 と し
て,現 地 に進 出 した企業の現地調達率 は,新 設 ・
買収 とも表11の よ うに極めて高 い。
新設 ・買収の別で は,買 収企業 の現地調達率 は
クエーザーエ レク トロニクス60～65% ・日立 マグ
ネテ ィ ックス90%に 見 られ るよ うに一般 的に高
いのが特徴 であ る。
これに対 し新設 の場合 には,当 初 日本か らの主
要原材料 を持 ち込むケースが多 いが,生 産 が軌道
に乗 るのに応 じて現地調達率が向上す る傾 向にあ
る。
しか し,現 地で は部品 を調達す る場合 の問題点
としては,
1)値 上 が りが激 しい,
2)品 質 に信頼性がない,
3)納 期が遅 れる,
4)供 給 量が不 安定 で あ る,な どが あげ られ
る。
このよ うな状況のため,テ レビのシャーシーの
よ うな重要部品 は依然 と して,日 本 か らの輸入 に
頼 らざるを得 ないのが実状 である。
このほか,あ るスチールワイヤーメーカーはス
表11現 地調違率
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資料:1981年 ジェ トロ 「在米 日系進出企業の経営の実態」より作成
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チール線材 を 日本か ら70%程 度輸入 して いたが
トリガープ ライ ス制度 の実施 に伴い,現 地調達比
率 を60～70%に 引上 げざ るをえな くな った例 も
あ り,そ の後 ローカル コンテ ン ト法案(米 国産自
動車部品調達法案)を 始 め とす る各種法案 の成立
は現地進 出企業に大 きな影響を与 えている。
企業買収による海外進出
㈹ 日本的経営 に対す る評価
日本的経営 とは何か とい うことについて は必ず
しも定説 はないが,こ こでは一 つの判 断材料 とし
て,前 述 の意思決定方法,コ ミュニケーション手
法,モ チベーシ ョンの うち,我 々が漠然 と日本式
経営 と考えているものを どの程度取 り入れている
かで,日 本的経営か どうか区別す ることとす る。
この基準か らす ると,日 本的経営 は100%子 会
社 か,あ るいは買 収 の場合 で も経 営 のイ ニシア
ティブが とれて いる企業であ って,電 気,電 子産
業 のような加工度の高 い業種 に相対的 に多 く,こ
れに対 して単純作業中心 の水産加工業や従業員の
多い買収企業で は少 ない とい う一般的傾 向が指摘
で きる。
更 に,企 業規模 も200～300人 とい った小規模
な工場や従業員の移動の激 しい都市部 よ りも比較
的労働者の安定 している地方 の工場 の方 が 日本的
経営を導入 しやす い条件を備 えてい る。一方,労
働組合の存在,特 に労使対立が著 しい場合 には日
本的経営の導入 はまず無理で ある。
この ほか,進 出企業 の企業 カラー,経 営方針 も
日本的導入 の意欲 に影響 しやす い。例 えば,京 セ
ラの様 にノー レイオフを経営政策 と して掲げ,朝
礼 は じめ日本的 ミーテ ィングをや り,提 案制度,
無遅刻 ・無欠勤者の表彰,生 産性向上運動 など,
自ら 「町工場的」 と呼ぶ 日本的経営を フルに導入
している企業 もないわけではないが,日 本的経営
をある程度導入 し,成 功を収 めている企業 は進出
後10年 近 く立 ち,こ の間 日本人 スタ ッフが試行
錯誤 を繰 り返 し,懸 命な努力を払 って きてい ると
見 るのが一般的 といえる。
また,進 出企業の担 当者の意見を聞 くと,現 地
の経営方式 には,「日本的」といわれ る程普遍的 な
ものはな く,個 別 の企業 が自社 のニーズと体験 に
基づいて開発 した個別の 日本的経営 スタイル しか
ないとす る回答 も見 られ る。
日本的経営に対す る評価 は,こ れを積極的に導





4)従 業員の欠勤率低下,な どの面 で効果 があ
ると回答 した企業 が多い。
但 し,「まだ はっきりした評価 はできない」。「特
に具体 的な効果 に直接結び付 けるのは適切ではな
い」等の評価 もみ られ,更 には 「従業員 をあまや
かす結 果 とな って い る」,「時 間管理 な どの面 で
ルーズにな る等,緊 張感がな くな ってマイナス面
の方が 目立っ」 と回答 した企業 もある。
日本的経営の現地企業への導入につ いては 「現
地企業間の競争 は激化 しており,日 本的経営 を取
り入れなければ敗退 して しま う」 といった意見か
ら 「日本 的経営 に も関心 はあるが,現 在 までの と
ころ業績が好調なので,米 国式経営を変更す る必
要性を感 じない」 とい った意見まであ り,基 本的
には日本式,米 国式に こだわ らず,良 いところは
取 り入れて,最 も効率的な経営 を目指す姿勢が必
要 とな る。
ただ,日 本的経営 を部分的 にせよ導入 をはかる
に当たっては,
1)日 本において採用 している方式 をそのまま
導入す るので はな く,従 業員 の理解 を得 られ
るものか ら,選 択的 に取 り入れて いく,
2)日 本人 スタッフが頭 ごな しに押 しつけるこ
とは止め,米 国人 スタッフや従業員 の理解を
えなが ら,時 間をか け,か っ自主性 を尊重 し
なが ら定着させ る,
3)仮 に日本的経営を全面 に出す として も・0
定規模以上の事業規模 を目指す場合 には,き
ちん とした職務 分掌(ジ ョブ ・ディスク リプ
ション)を 作成 し,こ れを労務管理の基礎 と
す る,
4)従 業員の職場規律 は最初か ら厳 しくす る必
要がある,な どの諸点 に留意すべ きである。
企業買収による海外進出
㈹ まとめ
1975年 代 におけ る日本企業 によ る海外企業買
収 にっいて実証 的な調査 は極めて少ない。その少
ないサ ンプルを もとに,既 進 出企業 が共通 に指摘
している点 と要約 す ると,次 の通 りであ る。
1)ト ップマネ ジメ ントのコ ミッ トメ ン ト
ー般的に
,ミ ネベア,味 の素,京 セラ,三
洋電機等海外進 出に成功 している企業 をみ る
と,ト ップ経営者 は常 に企業の国際化 とい う
ことに自ら情熱 を注 ぎ,長 期にわたって海外
進出を直接指導 して きている。 また,海 外部
門の責任者 も長期間接続 して,現 地企業 の経
営 にたず さわ って きている。 このように,海
外進出に成功 するためには トップ経営者 自 ら
海外進出 に対 して十分 なコ ミッ トを し,現 地
経営 に一貫 した継続性を もた らせる必要があ
る。
また,買 収の際,ト ップマネジメ ン トが取
り組むべ きプログラムと して,
a)買 収 目的を明確化 す る,
b)買 収側の役割を明確 にす る,
c)買 収側 は被買収 企業の新経 営陣の個 々
の人 の権限,責 任を速やかに明示す る
。買
収企業 と被買収 企業 の新経営陣 との信頼関
係 は不可欠であ り,話 し合 いと相互理解の
ために十分 に時間をか ける,
d)被 買収企業側 の従業員 の不安 を和 らげ
るためには,買 収発表後,直 ちに必要 な情
報を可能な限 り全社的 に伝達す る,
e)買 収 直後 か ら,重 要 な業務 は速やか に
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遂行 され るよ う指示 しなけれ ばな らない,
な どが必要 である。
2)本 社組織
これまで,海 外市場で成功 した日本企業 と
いえば,YKKと かホ ンダのように新規工場
設立(グ リーン・フィール ド)で ,文 字通 りい
ちか ら始めた例ばか りであ る。異文化を取 り
組 み,買 収で成 功 を収 めた例 は極 めて少 な
い。 日本企業が買収企業を含 め,海 外 での成
功 を望む ので あれば,た とえ何年 か か って
も,グQ一 ・一バル化 に対応 した本社 そのものの
意識改革 を行 うことが必要である。
3)フ ィー ジビ リテ ィ ・スタデ ィ(事 前調査)
の徹底
日本企業の積極的な海外進 出の裏 では,表
12の よ うに進 出先 か ら撤退数 もまた増 え て
い る。その原因 として は,
a)現 地生産を軌道に乗せるだけの需要を
現地お よび周辺国 に確保 できなか った,
b)現 地生産に踏み切るかどうかを決定す
る事前調査が十分 でなか った,
c)本 社が国際経営全般 に精通 して いな
か った,
d)被 買収企業 の評価が十分ではなか った
,
などがあげ られ る。
こうした進 出失敗の原因(表13参 照)を 検討 し
てみ ると,海 外進 出を決定 するに際 して綿密 な事
前調査を していれば,ふ せ げたケースが多 い。
例えば,1976年 に帝人40%,現 地 の化学 ・繊維
















































調 査 対 象 撤 退 企 業103社
資 料 日経 ビ ジ ネ ス1979.10.8,週 刊 ダ イ ヤ モ ン ド1980 .6,28
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表13事 前調査不足による失敗例
年度 社名(親 会社名) 国
主な要因
1967積 水 プ ラ ス チ ッ ク コ ー・ポ レ イ シ ョ ン ア メ リカ
1977味 の 素 イ ン ス ッ ド(味 の 素)イ タ リ ア
1977オ ー ス トラ リ ア ン カ ラ ー ・ア ン ド ・
プ リ ンテ ィ ン グ
1978サ ン ク ラ ッ ク ス(大 日 本 塗 料)
1979NSKオ ー ス ト ラ リ ア(日 本 精 工)
1981ブ リ レ ン(帝 人)
1981ラ ン ク東 芝(東 芝)
オ ー ス トラ リア
ア メ リカ
オ ー ス ト ラ リア









パ ー トナー選定 ミス
パー トナー選定 ミス
資 料:日 経 ビ ジ ネ ス1979.10.8,1982.1.11よ り 作 成
レン」社 を設立 した。 当時 スペイ ンのEC加 盟が
予 定 され,域 内関税 が適用 され るとあ って,各
メーカー共EC内 の拠点 として,こ ぞってスペイ
ンに目をつ けていた。 ところが,パ ー トナーが経
営不振か ら銀行へ株を譲渡 した。 しか も高い国産
原料 の使用を義務づけ られた上,欧 州全体が繊維
不況 に見舞われ,約100億 円の損失 を経常 して撤
退 してい る。パー トナーの経営状態まで事前調査
の手が届 かなか った ことが進出失敗 の原因1Qとい
える。
4)現 地経営のノウハウ蓄積 と活用
日本 か らの輸 出を中心 とする時代 には販売
体制をかためるだけで十分であ ったが,現 地
生産 に成功す るたあには,現 地経営の ノウハ
ゥを蓄積 し,活 用す ることが必要になる。
例えば,三 洋電機 は買収 した向上 ウオーウ
イ ック社の設備を最新鋭 の設備 と入れ替 えた
後,大 量の技術指導員を 日本か ら現地 に送 り
込む と同時 に,現 地の技術者 を日本 に受 け入
れて研修 させ るなど,カ ラーテレビの生産 ノ
ウハ ウの移転 に全力 をあげた。その結果,同
じ従業員 を使いなが ら,不 良品を十分の一 に
減 らし,生 産料 を7倍 近 くに引き上げ ること
に成功 してい る。 その後,三 洋電機 はその経
営 ノウハ ウを生か して,イ ギ リスでオラ ンダ
の フィリップ社 タイ工場を買収 し,カ ラーテ
レビの生産 を開始 して いる。
しか しなが ら,日 本企業 による欧米企業 の
買収成功率 はきわめて低 い。 その原因 として
買収に失敗 した場合,そ の担 当者 は閉職 にお
かれて しまうため,貴 重 な経験や ノウハウが
活用 されないことを指摘す る人 もいる。
5)国 際要員 の確保 と養成
現地子会社運営 の鍵を握 っているの は,現
地経営に必要な人材 を企業が育成 して いるか
どうか にかかっているといって も過言で はな
い。 しか しなが ら,日 本の製造業各社 とも,
販売 ・サー ビス部門か ら国際化 して きた歴史
的な背景 があ り,生 産や技術部門 に国際的 に
適用 す る人材 が育 ってい ないのが現状 であ
る。 こうした国際 スタッフは海外 に派遣 され
て,現 地経営の経験を積み重 ねることによ っ
て,通 常育成 され るが,大 手企業で はそれだ
けに頼 ってい ると人材難 となるので,近 年体
系的に国際的な人材育成 コースを設 ける企業
が増大 している。
例えば,日 本電気では1981年 秋 「海外事業
要因育成制度」 と名づけた国際化 のための人
事制 度(図15参 照)を 作 成 し,順 次 実施 に
入 っている。
こうした制度 の発足 は海外勤務 の適性差を
全社的 に掌握す ることか ら始 ま って,家 族 の
問題 とか子弟 の教育 問題,さ らに帰 国後 の
キ ャリアへの不安 など海外勤務 中の諸問題を






























リエ ン ト リー ボ ス 制 度
海外勤務中
の心遣い ～ 一[壷 璽
資 料:日 経 産 業 新 聞,1981.6,1
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6)優 れた現地人 の起用
日産 自動車 は米 フォー ド社 の生産担当副社
長だ ったマー ビン.T.ラ ニオ ン氏 を米国 日
産 自動車 の社長に起用 している。当時の石原
社長 は 「一か ら工場をつ くるには,米 国人 の
専 門家 に頼 む のが ベス トと判 断 した」 とい
う。同社に限 らず,海 外 に単身乗 り込 み,現
地人を使 って工場建設 や老巧工場の再生を円
滑 に進 め られ る人 材 はいかに 日産,日 電 と
いった大企業 といえど もごく少数 である
。
概 して買収後 の経営 は難 しく,日 本企業 の
現状 では相手企業 に乗 り込み,経 営 しうる能
力を持 った人材 はいて も数人,実 情 は皆無 と
いう企業 が大半である。したが って,「多少本
社 との コ ミュニケーシ ョンが うま くいか な く
とも,思 い切 って現地 の優 れた人材 をスカ ウ




し,地 域社会で現地人 と接触 してゆ くことと
なる。企業が買収 された場合,そ この従業員
の反応 は,日 本企業 に買収 され た場合 とアメ
リカ企業 に買収 された場合 とで はやはり違 う
よ うであ る。 日系企業 で働 きたいか,と い う
問にア ンケー トの答 えは,ほ とん どが 「ノー」
である。外国人の目か らは 「日本 の企業 は 日
本人中心 で,い わゆる日本的経営手法を押 し
っ け る」と見 られて いる。そ こで,本 田技研 や
キ ッコーマ ンのように従業員 の現地融合化 の
ため,日 本か ら派遣 された社員が,公 私 とも日
本人だけで別行動を とらないよ うに,別 々の
所 に住居を構 えるよう配慮 している企業 もあ
る。 また,地 元の各種寄附への企業規模に応
じた 「お付 き合 い」,地 元商工会議所への参
加,講 演会 の講 師引受 け,ボ ランテ ィア活動,
学校への教材寄附,募 金運動,な ど積極的に
現地 に溶け込む努力 を している企業が多い。
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㎜ 伊藤忠 アメ リカ出資
ウ ェ イ等 の フxン ス
の加工販売
オ ー ミケ ン シ OmiGeorgiaInc 繊維紡績業











一 TOBに よ る 買 収 コ ル
ゲー ト・パルモ リブ子会
花 王石 鹸(100)
ヘ レナ ・ル ビ ン ス タ イ ン社 社
投資目的A原 材料資灘 保B資 源が盤 で現地生産が容易C労 働 利用コスト減D現;L府 の産鞘 成保護政策上現地生産が
有利E現 地 第三国市場への販路拡大F情 報収集Gそ の他(多 角化 技術など)
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精密 スプ リング製造 1971.1 E 無配再
菊地色素工業
(ioo)
Kikuchicolour&ChemicalU .S.A 無機顔料の製販 1977.8 C
投資
　 AmericanColor&Chemical
京都 セ ラ ミック
ViclanInc セ ラ ミ ック.コ ン デ




承 セ ライ ンターナ ショナ
ル の全額 出資
製販
京都 セ ラ ミック












Kyoceradamの 全 額 出
篁
















ター プ ラ イ ズ社
サ ン ト リー(100) PepcomIndustriesInc 清涼飲料の製販 1980.10 E 有配 オーナー経営 者の死去 に
伴い,遺 族が相続税を支
払 うため経営権.株 の売
サ ン ト リー メ ー プ ル ・グ ロ ー ブ ・ ミル ズ社 ウイ スキーの樽材製 1979. m
却
造 ・販売
サ ン ト リー キ ンボ ー ル ・タイ ラ ー社 同と 1979. BE
三洋電機(100) FisherCorp 音響製品の製販 1976.1 E 一
三洋電機(73.5) SanyoManufacturingCorp カ ラ ー テ レ ビ ・電 子 1977.1 E 一 買収価格約22億 円
レンジの製販
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社塩 ビパ イプ工場買 収
資本金100万 ドル,従 業
員100人
ソ ニ ー・ MCI スタジオ録音機製造 1982.2 一} }
タキ ヒ ョー(84)
椿 本 チ ェー ン
AnneKlein&Company



























大 日本 イ ンキ化学
工業(100)
DICア メ リカ 印刷 イ ンキ製販 1979.3 EG 一 ポ リクmム 社 をTOB
によ る買収.貿 収 価格約















} ベ トロテ ックス社の工場
買収




ATRWire&CableInc タ イ ヤ 用 ス チ ー ル







日 本 企 業
(出資比率)




















ス ワ ンク ・リ フ ラク ト
リーズ社買収




トヨ タ 自動 車 ToyotaMotorManufacturing
性剤 の製 販



















さ け ・ま す加 工





















一 エ レク トロニ ックア レイ
ズ社を約20億 円で買収
日本精工(100) Hoove卜NSKBearings
ベア リングの製販 1975.7 E
一 1973年3月 合 弁 で ス
タ ー ト し,そ の 後 フ ー
バ ー社 のベア リング事業
部工場を買収.買 収価格
約570万 ドル

















日本 ミネ チ ュ ア ベ
ア リ ング(100)
NMBCorp
ベ ア リ ング,ロ ツ ド
エ ン ド製 販
1968.8 E 順調無
配
ス ェー デ ンのSKF社 の
ロスア ンゼ ルス工場買収
約10億 円
日本 ミネ チ ュ ア ベ ハ ンセ ン社 時間制御用特殊モー
1977.1 }
一 IMC社 を通 じての買収
ア リン グ
日本 ミネ チaア ベ パ シ フ ィ ック ・プ ロ ペ ラ社
ター の 製 造
ジ ェ ッ トエ ン ジ ン用 1981.12
一 一 IMC社 を通 じての買収
ア リ ング 部 品,ロ ケ ッ トエ ン

















イ ン ター オ ー トメ ー シ ョ ン
機器販売 ・補 修

























一 エ ク ソ ンか ら オ プ テ ィ
カ ル イ ン フ ォ メ イ シ ョ
ンシステム社買収
三菱化成 USRオ プ トニ ク ス社 カラーテ レピの蛍 光
体 の製造
1981.7







航 空 機MU-2の 組
立販 売
1967.10 E
一 提 携 先Moony社 が 倒
産 後,サ ンア ンジ ェ ロ
工場 買収
企業買収による海外進出 一113一
日 本 企 業(
出資比率) 現 地 企 業 事 業 内 容 買収時期 投資
目的 業績 備 考
タ カ ラベ ル モ ン ト KokenManufiacturingCo
理容 イ ス,家 具医療 1979.5 a 『
T一 プ ル
中埜酢店 ア メ リカ ンイ ン ダ ス ト リー ラ イ ス ピネ ガ ー 日本 1981.11 　 　
日立金属 HitachiMagnetics
風味の食酢の生産
磁性材料の製販 1973.3 E 順調 HMI(HitachiMetals
International)全 額 出






コ ン サ イ ズ ・キ ャ ス テ ン テ ィ ン

















日立金属 シ ステ ム ・マ グ ネ テ ィ ッ ク コ ン ピュ ー タ用 磁気 1984.4 E
ヘ ッ ドの位置 ぎめ装
置製販
ブ リジ ス トン タイ
ヤ
ブ リジ ス トン ・マ ニ ュ フ ァク チ ャ
リ ング
タイヤの製造 ・販売 1982.2 E } フ ァ イ ア ー ス ト ー ン 社
松下電器産業 QuasorEleckricCo カ ラー テ レ ビ,マ イ
ク ロ ウ ェ ー ブ オ ー ブ
1975 『 順調
ナ ッシ凱ビル工場貿収
モ トロー ラ社 テ レビ事業
部買収
ンの製造
ミ ド リ十 字(100)
〈ノ ル ウエ ー〉
ア ル フ ァ ・テ ラ ピ ウ テ ィ ッ ク ・
コ ー ポ レ ー シ ョ ン
医薬品の製販 1978 } }
三菱化成工 業
{50)
MCI-MeltonA.S 高純 度酸化 イ ッ トリ
ウムの製販
1979.4 G 『 日本,第 三国 への販売
〈オ ラ ンダ〉
旭碍 子(80)


















エ レク トロ フ ァ ク ト プ ロセス用PH計 導
電率計 の製販
lssa.la E 一 コ ン トロ ・一ル デ ー タ社 か
ら全 株 式 取 得
旭碍子(80) グ ラバ ー ベ ル 板 ガ ラスの製販 1981.3 F 収支均 BSN20%保 有
日本 碍子(51)
〈西 ドイ ツ〉
NGK-BaudourS.A(MNPB) 碍子の製販 1977.3 DEF
衡
『 SRIW49%保 有
ア シ ッ ク ス AsicsMobusG..rn ,b.H 皮 製 ト レー ニ ン グ ・ 1977.12 一 一 モ ーバ ス社 と合弁
シューズ製造
キ ャ ノ ン(100) CanonGiessenG..rn .b.H 複写機の製販 1972.7 D 無配 CanonS.A.
ソニ ー(100) Sony-WegaProductions カ ラーTVの 製販 1975.2 『 　
Geneve15%出 資
G..m.b.H
ドイ PlaubelG..m.b .H カメ ラの製販 1975.5 EF 収支均 プラウベル社 を買収
村 田製作所(100) MurataErieElektronik コ ンデ ンサ,ハ イ ブ 1981.3 　
衡
一
G..m.b.H リッ ドICの 製 販
〈イ ギ リス〉
花王石鹸 花王 ア トラス 界面活性剤,多 価ア 1982.7 } 一 英ICIの 持株買収 譲渡















三 菱電 機(100) MitsubishiConsumer
Electronics





日 本 企 業
(出資比率)
現 地 企 業 事 業 内 容 買収時期
投資目的 業績 備 考
〈ス ペ イ ン〉
大塚製菓(100) LaboratoriesMiquelS.A

















ア スナ レ ス工 業 カ ラーTV,白 黒
1970.1
一 一 資本参加
TVテ ー プ レ コ ー
ダー製造
三洋電機(37) ユ ー トロ ン社 テ ー プ レ コ ー ダ ー
1978.2
一 … 資本参加
デ ッキ,カ ー ス テ レ
オ製造
日本 発条(40) エ グ ス キ ァ ーNHK
巻 バ ネ,ス タ ビ ライ 1980.
} 一




日産自動車 モ ー タ ー プ ロ デ ュ ー サ ー 社 自動車の製造
1976. DE
一 フ ォ ル ク ス ワ ー ゲ ン子 会
社
資料灘 欄:溜漂 蟹 繍 爵賜謙鰭 辮 購 漏 麟 昌響籠霧
聞1982.3.24,1982.7.23よ り作成
(2)最 近 の研究 によれば,買 収の タイプを戦 略上の 目的,当 事
者 との関係,被 買収会社 の収益性 で以下 の ように分類 してい
る。1)戦 略上 の目的:① 水平統合型(市 場拡張),② 垂 直的
統合.関 連分 野多角化型(製 品拡張),③ 非関連分野 多角化
型。① は製 品 と市場 が同類 の企業同士 のM&Aで あ り,② は
川上(サ プ ライヤ ー買収 など),川 下(代 理店 な ど販売業者 の
買収 な ど)の 垂 直的統合 お よび多角化 目的のM&Aを さす。
③ は市 場や技術 が無 関係な両者 のM&Aで あ る。2)両 当事 者
の関係:① 救 済型,② 友好 型,③ 敵対型,3)被 買 収会 社の収
益性:① 赤字,② 収支 ス レス レ,③ 黒字。以上 のよ うな買収
の組合 せの如 何 によ って,買 収後 の管理 のあ りかた,と くに
被買収会 社の経営 への介入の必要性 と可能性,両 当事者 の統
合の必要性 と可能性 が異な る。Galbrith&Stiles"Merger
StratagiesasaResponsetoBilateralMarketPower",
AcademyofManagementJournal.1984.vol.27,3,pp.511
-524 ,機 振協経済研究 所 「光 と影」p5-6-。
(3>買 収 の方 法 に は基 本 的 には,① 株式 の買 収 によ る全営 業
権,会 社経営権 を取 得す る方法 と,② 売 却 しよ うと してい る
会 社の資産 を買収 す る方法 とがあ る。 ①の場合 は被買収 企業
の持 ってい る販売 権,ブ ラン ドな どが相手 によ って保証 され
て引 き継 ぐことが出来 る。 その反面,全 株主,ま た経 営者が
や って きた歴史的 な遺産 をすべて引 き継 ぐことにな り,彼 ら
の生産 物が引 き起 こした訴訟や不 当販売,従 業員 に対す る不
当行為 な どす べて の遺産 を 引 き継 ぐこ とにな る。 これ に対
し,② の場合買 い手 は不動産 および一 部の動産 を買 い取 るだ
けで,全 オーナーの営業,経 営遺 産を引 き継 ぐ必要 はな く,
目に見 えない リスクを極力排 除す ることができ る。田辺義和
「米国 の買収 をふ り返 って」p.262.「BusinessResearch」 企
業研究 会1987年8月 号
{4)大 前(ダ イヤモ ン ド)は 被買収企 業の経営を軌道 に乗 せ る
ため には,① 企 業買収の 目的 を明確 に し,自 分 で候補 者群を
選定す る,② 代替案 をよ く比 較検討す る,③ 買収 企業の なか
で あま り特 殊部落化 した部 門 にまかせ ない,④ い ざとなった
時 に は救 済 に乗 り込 め る人材だ けは確保 してお く,⑤ 適性価
格で買収 す る,⑥ 優秀な現地人材 が逃 げ出 さな いよ うに価値
観 や報酬 制度 に注 意す る,⑦ 本社 と現 地企 業 との イ ン ター
フ ェー スを明確 に し,ど の部 門が究極的 に経営責 任を もつの
か はっき りさせ る,⑧ 現地 販売組織 との関係 を明確 にす る,
⑨ トラブルが発生 した時に電話 とテ レックスで解決 しよ うと
しない,⑩ 現地 競争 相手 とコス ト構成上必 ず差別化 がで きて
いる ことを確認 してお く,⑪ 次第 に現 地 に生産技術,設 計 な
どの機 能を移 して い くこと,な どを指摘 して いる。 日経 産業
新 聞1982.5.4
⑤ フ ァイアース トー ン社 の ラバ ー ン工場(通 称 ナ ッシュ ビル
工場,テ ネ シー州)の 場合,買 収 したのは土地,建 物,機 械
設備 で,機 械 はよ く調べ て本 当につかえ るものだ け買 った。
買収 時の状態 はフ ァイアース トー ン社が工場 の閉鎖 か売 却を
早 くか ら決 めて いたせい もあ り,非 常 に悪 か った。稼 働率 は
能 力 の四分 の一 以下 で大 きな赤 字 をだ して いた。 石搏 和夫
「新 しい国際事業戦 略を開発す る会」企業研 究会1988.3月 例
会後演資料
(6)鈴 木教授 の調査(p.70)に よれ ば,日 本企業 が買収す る際,
最 も多 く使用 され ている方法 として,資 産時価評価法 をあげ
てい る。
(7)東 洋曹 達工業 のAZS社 買収 の際,以 下 の会 社 を利 用 して
いる。
1)公 認会計 士事務所Peat.Marovich,Michel&Co経 理,税
務,在 庫評価,債 権,債 務
2)投 資銀行Dillon,Reod&Co財 務 ・経営分 析および総合
調 整
3)経 営 コ ンサルテ ィングArthurDLittle,lnc販 売分析,技
術力,製 造設備
4)法 律事務所Whitman&Ransom法 律 ・税務 問題
(8)ブ リジス トンで は シフ ト・タ ンオ ーバ ー ・ミーテ ィ ング
(ShiftTurnOverMeeting=朝 礼)で 主任 や職長 がその 日の
スケジュールな り方針 を伝えて いる。 この他,マ ネージ ャー
に対 して,社 長 の経 営 方 針 マ ネー ジ ャー ズ ・ブ ル テ ィ ン
(Manager'sBulletin)の 発行 が一 般的であ る。石搏和夫 「90
企業買収による海外進出
年代 の国 際経 営指針 と実際」p.229,日 経産業新 聞1982 .3,24
(9》 工 場労働者 と上層人 材(管 理者,研 究者 など専 門職)を 比
べてみ ると,工 場労働 者の労務管理 で は概 して高 い成果 をあ
げて いる。 買収企業 の場 合で も,あ る程 度時間 はかか るとし
て も,工 場労 働者の態度 は比較 的早 く好転 し,日 本的経営 に
対 して親和 的にな る。 それと比較 して,経 営 陣やホ ワイ トカ
ラー眉 の態 度変 化 は よ り緩慢 で あ る
。 ブ リジス トンによ る
フ ァイア ース トー ンのテ ネシー工場 の買 収の事例 にそ うした
傾向 を見 出す ことが で きる。 石樽和 夫p .222,日 経新 聞1981.
8コ15
新 規操業 と買収,工 場労働者(ブ ル ーカラー)と ホ ワイ ト
カ ラー層 をマ トリックス と して
,日 本式 人材管理 の成功 の可






人材 レベル ブ ル ー
カ ラ ー層
FormalCommunication
男 女 平 等 職 務
個 室 ・Privacyの 尊 重
Job中 心,私 生 活 に立 ち 入 る







ホ ワ イ トカ ラー層
△
×
資 料:石 田英夫 「日本 企業 の ク ロスポー ダー企業 買収 後の 管
理 」P.16.
能性 を評価 してみる と,図 のよ うになろ う。
α⑪ これ以外 に,1)皆 勤 賞を設 ける(欠 勤率 が高 いので 出勤 率
をあ げる目的 と して),
2)Emp1・yeeAssi・t・n・w・P・ ・9・am(麻 薬 や アルコール中
毒 で困 って いる人 を助 け る),
3)EmployeeImprovementFragram(あ ま り働か ない人達
に対 して,降 格 や解 雇す る)な どが散見 され る
。石樽和夫
「90年代の国際経営 指針 と実際」p .228.
αか 工場 で は仕事 が多 くの職種 に分 かれてお り
,お 互 いに融通
性 がない ことが指摘 されて いる。 この職 種 は被買収企 業の労
働組合 との協 約 によ って規定 されて いる。 従 って,ア メ リカ
の企業 を買収 す ることは同時 に この組合 との協約 も概ね引 き
継 ぐことを意味 して いる。 このため 自社工場 を建設 す る場合
と異 な って,企 業買収 す る日本企業 に とって
,日 本 的多能工
を作 るのは難 しい ことを指 摘す る企業 もあ る
。 また,職 種の多
さが工場 での融通性 を少 な く し,米 国企業 の競争力 を弱 め
てい ると見 てい る企業 もある。 アメ リカ東部 の被 買収企業で
は買収 後工場 内の職 種を70種 類 か ら16種 類 に簡素化 した例
も見受 け られ る。 また,先 任権 の問題 は,被 買収企業 の工 場
で の生産 ライ ンの廃止 ・縮小,新 しい製品 や新 しい試 みを導
入 す る時 に,殆 どの場合,工 場 の効率的運営 に とって制約条
件 にな って いる と指摘 している。 鈴木P ・262,日 経 産業新聞
1981.8.10.1982.2.8
さ らに米 国で は 日本 の よ うな終 身雇 用 とい った前 提 はな
く,特 に契約期 間 などを定 めない限 り,会 社 と して はなん ら
かな理由 を必要 とせず にいっで も意の ままに(atwill)や め
させ ることが 出来 る雇用形態が原則 であ る
。 日米 の労 務慣行
の違 いはおお よそ以下 の通 りで ある
。
資料:住 友商事 文書 法務部 「アメ リカ ビジネス法務」1989年
を参考 に して伶成
⑫ 工場の賃金体 系 は職 給が細分 化 され てお り
,そ れ に応 じて賃金
が決 まる仕組 みにな っている。 したが って
,職 給 が変わ
らな い と,賃 金 は上 が らな い こと にな る
。 この ため,ヨ ー
ロ ッパ のあ る被買収企業 の 日本人管理者 は 「(同一業務
,同 一賃金)
やイ ンセ ンティブを導入 す ることには労 働組合か ら抵
抗 があ る。」と述 べて いる。鈴木p.261,ま た,1979年7月 当
時 の製造 業労働者 の州 別賃金 は以下 のよ うにか な り違 いがあ
る。
地域 時間あたり賃金($)
東部 ペ ンシルバニア州 6.83
中西部 ミシガ ン州 8.58
ウイ ス コ ンシ ン州 7.14
南部 テネ シー州 5.46
ジ ョー ジァ 州 5.20
南西部 テキサス州 6.33
西部 カ リフォルニア州 6.91
資 料 ・US.Dep・ ・tment・fL・b・u・Emply。m。 。tand
Earnings,July1979
⑬ 米国 の労働権法制定州 と労働組織率(1976年 当時)
1)サ ウ スカ ロ ラ イ ナ
2)ノ ー ス カ ロ ラ イ ナ
3)サ ウ ス ダ コ タ
4)テ キサ ス
5)ミ シ シ ッ ピー
6)ノ ー ス ダ コ タ
7)フ ロ リ ダ
8)ユ タ
9)バ ー ジ ニ ア




















11)カ ンザ ス15 .0%
12)ネ ブ ラス カ15 .2%
13)ア リゾ ナ15 .4%
14)ア ー カ ン ソー-15 .5%
15)ワ イ ミン グ5 .9%
16)ル イ ジア ナ16 .24%
17)テ ネ シ ー18 .3%
18)ア イ オ ア18 .5%
19)ア ラバ マ19.0%




能 力 主 義
制 度 的 考 課(Objective)面 接




(1の 「労働権 法(RighttoWorkLaw)」:1947年 に制定 され た
「タフ ト・ハー トレイ法(労 使 関係法)」 に基 づ いて各州 が制
定 す る州法。その狙 いは 「クローズ ト・ショップ制」(労組 に
加入 しないと従業員 と して働 けない)や 「ユ ニオ ン ・シ ョ
ッ
プ制」(従 業 員 は雇 用後一定 期間 内 に組合 に加入 しな くて は
いけない)を 排 して ,「オー プ ン ・ショップ制」(労 働者 が労
組 に入 らな くて も働 くことがで きる)を 導入 した こ とで あ
る。 日経産業新 聞1982.1.13
⑱ 「イ ンダ ス ト リアル ・レベ ニ 』.一 ・ポ ン ド」(lndustrial
RevenueBond)は 内国歳 入法第103条 によ り
,利 子 所得が免税
債権 であ る。 市中金利 よ り,通 常3～4割 安 い金利 で発
行で き,ま た証 券取 引委員会 への届出 も不用 なため
,有 利 な資金
調達手段 として利用 されてい る。 ただ し,公 害設備を除
いて は,一 件発行額 は1000万 ドル以 内 に制限 され てい るた
め,大 規模 プロジェク トに は使 いに くい
。 しか しなが ら,メ
リッ トは金利 面だ けでな く,通 常 は地方 自治体が企業 に肩代
わ り して発行 す るた め,固 定 資産税 も免除 され ること
,職 業
一116一 企業買収による海外進出
訓 練な どの面 で も有 利 な扱 いを受 ける こともある。
(lqマ ッキ ンゼー社 の調査(栗 野)に よれ ば,買 収 の失 敗理由
と して,第1に 買収企業 の選定 の方法 と買収技術 が きわ めて
拙劣 であ ること。第2に 買収候補企業 を評価 す る方法が一般
に普及 して いない こと。第3に 買収す る価値の ある企業 で も
相手 の言 い値 で,高 く買わ され る事例 が 目立つ,点 を指摘 し
て いる。 日経産業新聞1981.9.10.1982,5.4.1983.IL9,栗 野,
pp.45-55.
(171米 国 の人材紹介業 には,探 す対象 となる人 材 によって幾 つ
かの種 類が ある。管理職 の募集 で,最 も多 く使 われてい
る方法 は4種 類 あ る。 ①照会,② 広告,③ 人材銀行,④ エグ
ゼ クテ ィブ ・サ ーチ会社 を利 用す る方法で ある。① 照会 とは
取引上 の関係を利用 して応募 者を得 るこ とをいい,例 えば,
銀行,法 律 事務所,会 計事 務所,広 告代理店 な どか らの紹介
が一 般的で ある。② 広告 とは新聞,雑 誌,業 界誌 などに求人
広 告を掲載 して人 材を募集す る方 法であ る。③人材銀行 とは
年 収3万 ドル以 下,主 にマネ ジャー ・クラス以下 の管理職や
従 業 員 の人 材 を紹 介 す る エ ンプ ロ イ メ ン ト ・エー ジェ ン
シー,ま た本社移転 や事業 規模縮小 などに伴 う管 理職 の再就
職斡旋 を業務 とす るア ウ トレイスメ ン ト会社 な どを い う。④
「エ グゼ クテ ィブ ・サ ーチ」 とは社 長 は じめ トップ マ ネジ
メ ン ト ・クラ スの人材 発掘 を専 門 とす る,い わゆ る"ヘ ッ
ド ・ハ ンター"で あ る。竹 中征 夫 「米国進 出 人 の集め方,
使 い方,活 か し方」 日経 マ グロウ ヒル社現地企 業の 「経営上
の問題 点」 と して,現 地 責任者123人 か らの ア ンケー トで回














































そ こで,1980年8月 日産 自動車で は米 国 日産 自動車製造 の
社長 に米 フォー ド社の生産担 当だ ったマー ビ ン ・ラニオ ン氏
を スカウ トした り,ま た他社 では ロー カル採用者 の管理職 へ
の登 用をふやす傾向 にあ る。
主要企 業海外法人の現地社員登 用状 況
現地法 人名
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資 料:日 経 産 業 新 聞,1982.7.1.
